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Last One Mile の通信回線の速度
がADSLや光ファイバ（FTTH）








































































































































































































　近年では、米国 NSF の Tera 
























































Oracle はこの 2003 年９月８日か
らサンフランシスコで開催され

































































































































































































































に、2003 年９月 11 日に DARPA
（Defense Advanced Research 








を 40Tera bps で接続する HPCS
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7．おわりに
信技術、長距離通信用レーザや
VCSEL（面発光レーザ）等光デ
バイスでも世界のパイオニアであ
り、先端を走ってきたが、この光
分野での優位性を維持するために
も米国を上回る研究開発を推進す
る必要がある。
　また、IPv6 のように日本発の
技術を核とした情報家電ネットワ
ークの構築、さらには情報家電や
ゲーム機等を統合するミドルウェ
ア、それに適した端末のOS開発
等、ソフトウェアとハードウェア
を統合したアーキテクチャの先導
的な開発が重要な要素技術となる
と思われる。
　これから需要の高まる大容量コ
ンテンツ配信（高精細動画コンテ
ンツ等）を中心に要素技術として
のグリッドコンピューティング技術
を核とした分散処理から光技術の
重要性の議論を展開してきたが、
最も重要な事はこれらの技術が米
国のARPA-NETに始まった草創
期から 30年以上続いているイン
ターネットの概念、ネットワー クの
概念を大きく転換するきっかけと
なり得るというところにある。
　現在のインターネットの体系で
は、TCP/IP をはじめとするプロ
トコル（手順）等、基本的な技術、
IPアドレスとドメインネームを
管理する最上位のルートサーバー
から配信のためのサーバーシステ
ム、そして端末のOSやハードウ
ェアとしてのPCに至るまで米国
が圧倒的な優位性を持っている。
　しかし従来のサーバー・クライ
アントモデルから、コンピューテ
ィングリソースを共有するグリッ
ドモデルに移行するならば、次世
代のネットワークもコンピュータ
も従来の延長上ではなく、IPv6
やデジタル家電等の日本発の技術
を核に道を切り拓くことも可能で
あろう。そしてコンテンツも含め
た総合力で優位性を確保すること
も不可能ではなくなる。技術的に
は不特定多数のユーザー（クライ
アント）側のコンピューターリソ
ースを取り込んでグリッドを構成
し、配信制御等まで行うのは現在
では非常に困難を伴うが、範囲の
狭いクラスタサーバー的なものか
ら段階的に技術課題を克服してい
行くことは可能と思われる。
　また技術だけでなく日本企業の
ビジネス構造転換の点からも大き
な意義がある。現在日本ではエレ
クトロニクス業界が自動車業界と
並んで高い国際競争力を維持して
いるが、一般の家電機器、AV機
器は中国の台頭もあって非常に利
益率が低下しつつある。
　また一時期期待されたネットビ
ジネスの大半も、サービスに対価
を支払うという一般消費者向けの
B2Cビジネスはなかなか理解が得
られず、また本文中にも記載した
サーバー能力確保のための過大投
資によって利益確保の点では大変
厳しい状態にある。
　一方ネットワーク上流の配信に
関わる部分を受け持つ IBMやHP
等の米国企業は高い収益性を保っ
ている。
　これはネットビジネスの収益の
根源である課金が、リアルな商品
の移動を伴うeコマースを除いて
はB2C領域では受容され難いとい
うことを意味しているのである。
　そこで日本では大容量コンテ
ンツ配信を中心に、従来米国に
独占されていたネットワーク上流
のB2B（事業者間ビジネス）領域
に積極的に進出をはかり、元々の
基盤である家電機器等のC（消費
者）領域のビジネスと統合するこ
とによって、従来の日本型でも米
国型でもない、新たなB2B2Cモ
デルともいえる領域を開拓すると
いう方向性もあるのではないだろ
うか。
　現在日本の家電メーカーでは
家庭にホームサーバーを置くこと
を提案しているが、一般消費者に
とって一見すると機能がわかり難
く、比較的高価な機器を導入する
インセンティブは何か？　という
問題がある。そこで例えばホーム
サーバーの余剰能力を貸し出すこ
とによって、供出した分のコンピ
ューティングリソースを電子マネ
ーでキャッシュバックすることに
よりインセンティブを与え、普及
のドライビングフォースとする、
といったこともB2B2Cモデルの
１つの事例として考えられる。
　文部科学省のプロジェクト
NAREGIでグリッドを構築するミ
ドルウェアの研究開発から新しい
ナノテク、バイオのアプリケーシ
ョン開発がカバーされ、経済産業
省のビジネスグリッドプロジェク
トでB2B領域でのミドルウェア
開発からアプリケーション開発が
カバーされている。
　そこにコンテンツ配信を中心に
C領域をもカバーするプロジェク
トがあっても良いのではないかと
思われる。
　そしてそのネットワークの変革
を実現するためのソフトウェア技
術の研究開発は勿論のこと、光技術
（通信、光配線、光接続、光ルーティ
ング）やデジタル家電を包括した
統合的なコンピュータアーキテク
チャーの研究開発、ビジネスモデ
ルの開発も含めて、ブレークダウン
された個々の要素技術の研究開発
を推進することも重要と思われる。
